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１
．
制
度
の
背
景

　

地
球
温
暖
化
対
策
の
た
め
に
取
り
ま
と

め
ら
れ
た
京
都
議
定
書
に
お
い
て
、
日
本

は
１
９
９
０
年
を
基
準
年
と
し
、
２
０
０

８
年
か
ら
２
０
１
２
年
の
５
年
間
で
温
室

効
果
ガ
ス
を
マ
イ
ナ
ス
６
％
削
減
す
る
と

い
う
目
標
を
掲
げ
て
い
ま
す
。

　

２
０
１
０
年
度
に
お
け
る
日
本
の
温

室
効
果
ガ
ス
総
排
出
量
は
、
12
億
５
８

０
０
万
㌧
（
二
酸
化
炭
素
換
算
）
で
し
た
。

　　

　

こ
れ
は
基
準
年
（
１
９
９
０
年
）
と

比
べ
る
と
０･

３
％
の
減
少
（
前
年
比
４

･

２
％
増
）
と
な
っ
て
い
ま
す
。
前
年
比

増
加
の
原
因
と
し
て
は
、
２
０
０
８
年

に
発
生
し
た
リ
ー
マ
ン
シ
ョ
ッ
ク
後
の

景
気
後
退
か
ら
の
回
復
の
中
で
、
製
造

業
等
の
活
動
量
の
増
加
に
伴
い
産
業
部

門
か
ら
の
排
出
量
が
増
え
た
こ
と
、
猛

暑
厳
冬
に
よ
り
電
力
消
費
が
増
加
し
た

こ
と
な
ど
が
挙
げ
ら
れ
ま
す
。
電
力
需

給
が
逼
迫
す
る
な
か
、
日
本
の
排
出
量

の
中
長
期
的
な
削
減
の
た
め
に
は
、
引

き
続
き
、
地
球
温
暖
化
対
策
を
着
実
に

推
進
し
て
い
く
こ
と
が
重
要
で
す
。

  

２
．
制
度
の
概
要

　

国
内
ク
レ
ジ
ッ
ト
制
度
は
、
平
成
20

年
10
月
に
政
府
全
体
の
取
組
と
し
て
開

始
さ
れ
ま
し
た
。
本
制
度
は
大
企
業
に

比
べ
て
、
主
に
費
用
負
担
の
問
題
か
ら

低
炭
素
投
資
が
あ
ま
り
進
ん
で
い
な
い

中
小
企
業
等
に
お
け
る
温
室
効
果
ガ
ス

の
排
出
削
減
を
促
進
す
る
こ
と
を
目
的

と
し
て
い
ま
す
。
中
小
企
業
等
は
排
出

削
減
事
業
（
高
効
率
設
備
へ
の
更
新
や

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
導
入
等
）
に

よ
る
温
室
効
果
ガ
ス
の
排
出
削
減
量
を

ク
レ
ジ
ッ
ト
（
排
出
権
）
化
し
て
売
却

す
る
こ
と
が
で
き
る
た
め
、
中
小
企
業

等
に
と
っ
て
の
経
済
的
な
イ
ン
セ
ン

テ
ィ
ブ
と
な
り
、
環
境
と
経
済
の
両
立

を
図
る
こ
と
が
可
能
で
す
。
ま
た
、
中

小
企
業
の
み
な
ら
ず
、
農
林
（
森
林
バ

イ
オ
マ
ス
）、
民
生
部
門
（
業
務
そ
の
他
、

家
庭
）、
運
輸
部
門
等
に
お
け
る
排
出
削

減
事
業
も
広
く
対
象
と
し
て
い
ま
す
。 

　

創
出
さ
れ
た
国
内
ク
レ
ジ
ッ
ト
（
排

出
権
）
を
取
得
し
た
大
企
業
等
は
、
自

主
行
動
計
画※

の
目
標
達
成
な
ど
に
活

用
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

※

日
本
経
団
連
に
所
属
す
る
会
員
が
、
そ
の
業
種
ご
と

に
定
量
的
な
目
標
を
設
定
し
た
環
境
自
主
行
動
計
画

の
こ
と
。
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３
．
こ
れ
ま
で
の
削
減
実
績

　

制
度
開
始
か
ら
平
成
24
年
３
月
末
現

在
ま
で
に
作
成
さ
れ
た
排
出
削
減
事
業

計
画
案
は
１
３
３
６
件
、
総
削
減
見
込

量
は
約
１
８
５
万
㌧
に
な
っ
て
い
ま
す
。

沖
縄
県
に
お
け
る
実
績
は
、
排
出
削
減

事
業
計
画
案
が
27
件
、
削
減
見
込
量
は

約
１
万
８
０
０
０
㌧
で
す
。

　

沖
縄
県
は
全
国
と
は
状
況
が
異
な
り
、

二
酸
化
炭
素
（CO

2

）
の
排
出
量
が
１

９
９
０
年
か
ら
約
１･

５
倍
も
増
加
し
て

い
ま
す
。
特
に
民
生
部
門
（
業
務
・
家
庭
）

の
排
出
量
が
大
き
く
増
加
し
て
お
り
、

更
な
る
排
出
削
減
の
推
進
が
求
め
ら
れ

て
い
ま
す
。

　

沖
縄
総
合
事
務
局
経
済
産
業
部
で
は
、

平
成
23
年
度
か
ら
同
制
度
の
更
な
る
活

用
を
通
じ
て
、
地
域
に
お
け
る
温
暖
化

対
策
促
進
を
目
指
し
た
支
援
事
業
を
実

施
し
て
お
り
、
中
小
企
業
等
の
排
出
削

減
事
業
計
画
の
作
成
支
援
や
、
周
知
・

広
報
活
動
等
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　【
沖
縄
県
に
お
け
る
排
出
削
減
事
業
例
】

■
ホ
テ
ル
日
航
ア
リ
ビ
ラ　

　

高
効
率
な
空
調
設
備
へ
の
更
新

に
よ
り
、CO
2

を
年
間
当
た
り
約

１
５
０
０
㌧
削
減
。

■
琉
球
大
学

　

照
明
設
備
の
更
新
（
Ｌ
Ｅ
Ｄ
導

入
）・
太
陽
光
発
電
設
備
の
導
入
、

変
圧
器
の
更
新
に
よ
り
、CO

2

を

年
間
当
た
り
約
１
３
０
㌧
削
減
。

  

４
．
国
内
ク
レ
ジ
ッ
ト
の

　
　

  

活
用
方
法

　

創
出
さ
れ
た
国
内
ク
レ
ジ
ッ
ト
（
転

売
可
能
）
の
取
得
者
は
、
こ
の
国
内
ク

レ
ジ
ッ
ト
を
様
々
な
用
途
に
活
用
（
償

却
）
す
る
こ
と
が
で
き
ま
す
。

①
自
主
行
動
計
画
の
業
種
目
標
達
成
に

充
当

②
Ｃ
Ｓ
Ｒ
活
動
と
し
て
環
境
・
地
域
貢
献

（
国
の
排
出
削
減
目
標
達
成
に
寄
与
）

③
カ
ー
ボ
ン
・
オ
フ
セ
ッ
ト
（
後
述
）

　

右
記
は
代
表
的
な
国
内
ク
レ
ジ
ッ
ト

の
活
用
方
法
で
あ
り
、
そ
の
他
に
も
様
々

な
オ
プ
シ
ョ
ン
が
あ
り
ま
す
の
で
、
詳

細
は
国
内
ク
レ
ジ
ッ
ト
制
度
の
Ｈ
Ｐ
で

御
確
認
く
だ
さ
い
。

（http://jcdm
.jp/index.htm

l

）
  

５
．
国
内
ク
レ
ジ
ッ
ト
を
用
い
た
  　

　

カ
ー
ボ
ン
・
オ
フ
セ
ッ
ト

　

カ
ー
ボ
ン
・
オ
フ
セ
ッ
ト
と
は
、
事

業
活
動
、
生
活
、
イ
ベ
ン
ト
等
で
抑
制

し
き
れ
な
いCO

2

排
出
量
分
に
つ
い
て
、

他
の
場
所
で
実
現
し
たCO

2

排
出
削
減

量
（
排
出
権
）
を
購
入
す
る
こ
と
で
、

そ
の
排
出
量
の
一
部
又
は
全
部
の
カ
ー

ボ
ン
（CO

2

）
を
オ
フ
セ
ッ
ト
（
相
殺
）

す
る
こ
と
で
す
。

　

当
該
イ
ベ
ン
ト
等
で
排
出
さ
れ
て
し

ま
うCO

2

量
を
算
定
し
、
排
出
量
に
応

じ
て
必
要
な
ト
ン
数
の
国
内
ク
レ
ジ
ッ

ト
（
排
出
権
）
を
購
入
・
償
却
す
る
こ

と
で
実
施
で
き
ま
す
。

　

こ
の
カ
ー
ボ
ン
・
オ
フ
セ
ッ
ト
の
取

組
が
全
国
的
に
普
及
・
拡
大
し
つ
つ
あ
り
、

各
地
で
当
該
地
域
の
中
小
企
業
等
が
排

出
削
減
に
取
り
組
ん
だ
結
果
と
し
て
創

出
さ
れ
た
ご
当
地
国
内
ク
レ
ジ
ッ
ト
を

購
入
し
て
、
地
域
の
イ
ベ
ン
ト
等
か
ら

排
出
さ
れ
るCO

2

を
オ
フ
セ
ッ
ト
す
る

地
産
地
消
型
の
「
ご
当
地
オ
フ
セ
ッ
ト
」

が
主
流
に
な
っ
て
い
ま
す
。 

　

地
域
のCO

2

循
環
へ
の
貢
献
、
環
境

意
識
の
啓
発
な
ど
の
効
果
が
期
待
で
き
、

実
施
す
る
側
に
と
っ
て
も
、
自
身
の
活

動
に
よ
り
排
出
さ
れ
るCO

2

を
オ
フ

セ
ッ
ト
（
相
殺
）
し
て
い
る
と
Ｐ
Ｒ
す

る
こ
と
で
、
商
品
価
値
の
向
上
・
差
別

化
に
も
つ
な
が
り
ま
す
。

【
沖
縄
県
に
お
け
る
カ
ー
ボ
ン
・
オ
フ

セ
ッ
ト
事
例
】

■（
株
）カ
ヌ
チ
ャ
リ
ゾ
ー
ト

　

冬
季
の
イ
ル
ミ
ネ
ー
シ
ョ
ン
「
ス

タ
ー
ダ
ス
ト
フ
ァ
ン
タ
ジ
ア
」
で

使
用
す
る
電
気
に
よ
るCO

2

の
全

量
（
２
０
１
１
年
実
績
は
２
１
７

㌧
）
に
つ
い
て
オ
フ
セ
ッ
ト
を
実
施
。

■
第
28
回
全
日
本
ト
ラ
イ
ア
ス
ロ
ン

　

宮
古
島
大
会

　

約
１
５
０
０
名
の
大
会
参
加
者

の
移
動
に
伴
い
排
出
さ
れ
る
と
想

定
さ
れ
るCO

2

（
２
０
１
２
年
実

績
は
１
５
０
㌧
）
に
つ
い
て
オ
フ

セ
ッ
ト
を
実
施
。

　　

オ
フ
セ
ッ
ト
に
用
い
ら
れ
た
国
内
ク

レ
ジ
ッ
ト
は
、
両
事
例
と
も
に
、
東
日

本
大
震
災
の
被
災
地
県
事
業
者
及
び
沖

縄
県
内
事
業
者
の
創
出
し
た
国
内
ク
レ

ジ
ッ
ト
を
購
入
し
て
使
用
し
ま
し
た
。

  

６
．
沖
縄
総
合
事
務
局
に

  　
　

お
け
る
取
組　

　

沖
縄
総
合
事
務
局
経
済
産
業
部
は
、

地
域
の
中
小
企
業
等
の
排
出
削
減
事
業

を
支
援
す
る
国
内
ク
レ
ジ
ッ
ト
制
度
ソ

フ
ト
支
援
事
業
を
推
進
し
て
い
ま
す
。

同
事
業
で
は
、
創
出
さ
れ
た
国
内
ク
レ

ジ
ッ
ト
を
、
県
内
各
種
イ
ベ
ン
ト
や
企

業
活
動
の
カ
ー
ボ
ン
・
オ
フ
セ
ッ
ト
等

に
活
用
し
て
い
た
だ
く
よ
う
、
ニ
ー
ズ

開
拓
も
併
せ
て
行
っ
て
い
ま
す
。

　

ま
た
、
当
局
の
広
報
誌
で
あ
る
本
誌

『
群
星
』（
年
６
回
発
行
）
の
印
刷
・
製

本
過
程
で
排
出
さ
れ
るCO

2

（
約
７
㌧
）

に
つ
い
て
、
オ
フ
セ
ッ
ト
を
実
施
す
る

こ
と
と
し
ま
す
。

　

地
球
温
暖
化
対
策
、
地
域
の
中
小
企

業
支
援
と
し
て
推
進
さ
れ
る
本
制
度
の

趣
旨
に
御
賛
同
い
た
だ
き
、
多
く
の
皆

様
の
御
協
力
を
い
た
だ
け
る
よ
う
取
り

組
ん
で
ま
い
り
ま
す
。


